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1. 背景と目的 

近年、全国の農業用用排水路での人身事故の報告が相次いでおり、路周辺の地域住民及び施設管

理者に対する安全性の確保が管理主体等にとって重要な課題となっている。農業水利施設の１つで

ある農業用用排水路は、農地への給排水はもちろんのこと、農作物や農機具を洗う場や雪捨て場と

しても利用されるなど、古くから多様な機能を発揮し、地域の基盤としての重要な役割を担ってき

た。しかし、農業用用排水路の人間工学的観点からの安全性に関する研究例はきわめて少なく、人

身事故に関する全国的なデータも公表されていないのが現状である。 

本研究では、全国の農業用用排水路における人身事故の実態を明らかにし、得られたデータをも

とに事故の原因分析を行うとともに、その予防対策について検討することを目的とした。 

 

2. 方法 

全国の農業用用排水路での人身事故に関するデータを収集するにあたり、各都道府県庁（47箇所）

へのアンケート調査及びヒアリング調査を行った。各都道県庁からの回答ではデータを得ること

ができなかった10箇所（福島県、千葉県、山梨県、静岡県、福井県、京都府、鳥取県、島根県、

徳島県、高知県）については、土地改良事業団体連合会へのアンケート調査及びヒアリング調査

も実施した。なお、アンケートの回収率は 100%である（富山県の平成 28 年度データに関しては

調査中）。 

 

3. 結果と考察 

表 1 に各都道府県の農業用用排水路における転落事故による死傷者数を示した。平成 26～28 年

度の死傷者は 70 人前後で推移しているが、とくに富山県や新潟県、秋田県といった、日本海側の

稲作農業が盛んな地域での死傷者が多いことがわかった。 

図1に農業用用排水路における死傷者数の月別変化を示した。死傷者数は4月から5月にかけて

増加し、その後は、11 月まで減少傾向にあり、12 月から翌年の 3月までは増加と減少を繰り返し

ている。4月から5月にかけて死傷者数が多い原因として、この時期は水田の代掻き時期であるこ

とから、用排水路内の流量が増加し、流速が速くなったり水深が深くなったりするので、水路に転

落した際に大事故につながった可能性が高いと考える。 

 図2に死傷者の年代別割合を示した。死傷者のうち「70代以上」が51.8%（86人）と最も多く、

死傷者全体の半数以上を占めていた。次いで多かったのは、18.7%（31人）の「60代」であった。



一方で、最も少ないのは「20 代」と「30 代」の 1.2%（各 2 名）であった。「60 代」と「70 代以

上」を合わせると70.5%（117人）であり、高齢者の人身事故が多く発生していることがわかった。

死傷者全体に占める高齢者の割合が高くなっていたのは、農村地域やその周辺地域の住民の高齢化

に加え、高齢者の身体・判断能力等の低下によるものと考えられる。また、死傷者の男女別割合に

ついては、｢男性｣65.7%（109人）、｢女性｣33.1%（55人）、｢不明｣1.2%（2人）であり、男性の死

傷者が女性の死傷者の約2倍と多かった。なお、農家・非農家別の割合は、｢農家｣12.0%（20人）、

｢非農家｣13.9%（23人）、｢不明｣74.1%（123人）であった。 

 図 3 に人身事故が発生した現場の水路種類別割合を示した。事故が発生した水路は、｢用水路｣

72.3%（120 人）、｢排水路｣25.9%（43 人）、｢用排兼用水路｣0.6%（2 人）、｢不明｣1.2%（1 人）で

あった。用水路での事故割合が目立つのは、排水路に比べて流速が速いこと等が関係しているもの

と考えられる。 

 図4に人身事故が発生した現場の転落防止対策の有無別割合を示した。転落防止対策は、「あり」

21.7%（36 人）、「なし」48.8%（81 人）、「不明」29.5%（49 人）であり、転落防止対策が行わ

れていない用排水路での事故が2倍以上と多かった。 

 表2に死傷者の行動別割合を示した。事故当時の行動がわからない｢不明｣のデータを除けば、｢自

転車の運転中｣の事故が最も多く、その次に多く発生している｢自動車の運転中｣の事故とともにそ

の件数は年々増加しており、前述の農村部やその周辺地域の高齢化との因果関係が強いものと考え

る。 

 

4. まとめ 

 本研究では、各都道府県庁と土地改良事業団体連合会へのアンケート調査及びヒアリング調査を

実施し、農業用用排水路における人身事故の実態を明らかにした。 

 農業用用排水路での相次ぐ事故を受け、国は来年度から土地改良区等の施設管理者が安全対策を

実施する際の費用の一部を補助することを決めている。しかし、転落防止柵の設置費用は約1万円

/m と高価であり、総延長が 40 万 km にも上るとされている全国の用排水路に転落防止柵を設置す

るとなれば莫大な費用がかかることになり、また、農家側の立場から見れば、営農上で支障を来す

ことも考えられる。すべての用排水路に柵や蓋を設置するといったハード面のみの対策は現実的で

はなく、地域住民に用排水路の仕組みや危険性を認識してもらい、そういった場所に近づかないよ

う促すといった、ソフト面の対策も合わせて進めていくなどし、安全性と経済性の両方を考慮しな

がら効果的な対策を実施していくことが重要である。 
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表1 各都道府県の農業用用排水路における転落事故による死傷者数 

                          単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊：富山県の平成28年度データは除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 農業用用排水路における死傷者数の月別変化 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 農業用用排水路における死傷者数の男女別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 人身事故が発生した現場の水路種類別割合    図4 人身事故が発生した現場の転落防止対策の

有無別割合 

 

 

表2 農業用用排水路における死傷者の行動別割合 

 

 
歩行

中 

自転車 

運転中 

バイク 

運転中 

自動車 

運転中 

農作業・ 

草刈り中 

施設 

管理 

作業中 

洗濯・ 

農作物 

洗浄中 

除雪 

作業中 

娯楽

中 
その他 不明 

H26年度 2 6 3 1 7 1 1 2 1 15 14 

H27年度 0 3 1 8 5 1 0 0 0 6 19 

H28年度 3 17 1 8 6 0 0 1 0 7 27 


